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南相馬市立病院理念 
 
 
 
 
 理 念  
 

“人”に寄り添い、“人”に信頼され、地域の未来へともに笑顔で歩む病院を目指します。 
 
 
 
 
 
 私たちの目標  
 
 

 ○患者さんの権利 
  ・私たちは、患者さんの尊厳とプライバシーを守り、思いを十分に取り入れ、分かり

やすい説明に基づいた同意のもと、ともに考えた医療を提供します。 
  
○医療の質 
  ・私たちは、医療に携わる者として責任を自覚し、常に自己研鑽に努め、医療の質の

向上を目指します。 
 
 ○安全・安心 
  ・私たちは、医療安全に努め、２４時間安心してもらえる病院を目指します。 
 
○地域医療・救急体制 

  ・私たちは、地域連携に努め、地域で完結できる医療・救急体制を構築します。 
 
○接遇 

  ・私たちは、患者さんやご家族に寄り添った接遇に努めます。 
 
 ○地域の未来 
  ・私たちは、社会の変化に対応し、地域の未来につながる医療を目指します。 
 
○職場環境 

  ・私たちは、お互いを尊重し、働きがいのある環境づくりを目指します。 
 
○病院経営 

  ・私たちは、経営状況を意識し、健全な病院運営に努めます。 
 
 



Ⅰ 4

Ⅱ 5

Ⅲ

役割・機能の最適化と連携の強化　………………………………… 7

医師・看護師等の確保と働き方改革　……………………………… 10

経営形態の見直し　…………………………………………………… 11

新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組　…………… 12

施設・設備の最適化　………………………………………………… 13

経営の効率化等　……………………………………………………… 14

別表①　医療機能等に係る数値目標　……………………………… 18

別表②　経営指標に係る数値目標　………………………………… 20

別表③　収支計画　…………………………………………………… 26

Ⅳ 28

Ⅴ 29

南相馬市立病院経営強化プランの本編は、南相馬市立総合病院のホームページにて
公表しております。
（トップページ ⇒ 病院の紹介 ⇒ 経営強化プラン）

目 次

令和６年度の点検・評価の概要　…………………………………………

令和６年度南相馬市立病院事業の概要　…………………………………

具体的な取組内容に係る点検・評価

評価のまとめ　………………………………………………………………

（４）

（５）

（１）

（２）

（３）

（６）

総括　…………………………………………………………………………

3



　　（１） 計画期間　令和６年度から令和９年度まで

　　（２） 内　　容　６本の柱で構成

 　　　　　　　　　　① 役割・機能の最適化と連携の強化

 　　　　　　　　　　② 医師・看護師等の確保と働き方改革

 　　　　　　　　　　③ 経営形態の見直し

 　　　　　　　　　　④ 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組

 　　　　　　　　　　⑤ 施設・設備の最適化

 　　　　　　　　　　⑥ 経営の効率化等

 　【外部評価の結果】

　　　南相馬市立病院経営強化プラン有識者会議（令和７年８月１８日開催）

　　　　「妥当である」とされました

　　　南相馬市立病院運営審議会（令和７年８月２１日開催）

　　　　「妥当である」とされました

Ⅰ　令和６年度の点検・評価の概要

 ２．点検・評価について

 １．南相馬市立病院経営強化プランについて

 ３．点検・評価の基準について

　南相馬市立病院（市立総合病院・附属小高診療所）が、今後も地域の基幹病院として、ま
た、公立病院として、地域で必要とされる医療を安定的かつ継続的に提供できるようにする
こと、また、経営改善と経営強化に引き続き取り組むことを目的として、総務省通知※に基
づき、令和６年３月に策定しました。
　※令和４年３月29日付総務省自治財政局長通知（公立病院経営強化の推進について）

　計画の取組状況については、南相馬市立病院（市立総合病院・附属小高診療所）として点
検・評価を行うとともに、「南相馬市立病院運営審議会」「南相馬市立病院経営強化プラン
有識者会議」に報告し、外部評価（評価や意見等）を受けることとしております。
　この度、令和６年度の点検・評価を実施し、外部評価も受けました。

【具体的な取組内容に係る点検・評価】
　　項目ごとの実施計画にある各種取り組みに関して、具体的な取組状況の分析を行い、
　　以下の基準で評価を行う。

　　　「達成」……………計画どおりに進捗している
　　　「概ね達成」………着手しているが計画より若干の遅延をしている
　　　「未達成」…………年度末時点で未着手もしくは計画よりも大きく遅延している

【数値目標に係る点検・評価】
　　各指標の目標値と実績値を比較して達成率を算出し、以下の基準で評価を行う。
　　また、未達成の項目については、未達成の要因について分析を行う。

　　　「達成」……………達成率100％以上
　　　「未達成」…………達成率100％未満
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Ⅱ 令和 6年度 南相馬市立病院事業の概要                       
 
１ 事業報告 

令和 5 年 4 月施行の市立病院理念「“人”に寄り添い、“人”に信頼され、地域の未来へ 
ともに笑顔で歩む病院を目指します」の下、地域の基幹病院として、また、公立病院とし
て、地域連携に努め、地域で完結できる医療・救急体制の中核を担えるよう努めた。 
また、令和 6 年度から令和 9 年度を計画期間とする「南相馬市立病院経営強化プラン」

に基づき、経営改善と経営強化に取り組んだ。 
なお、新型コロナウイルス感染症が令和 5 年 5 月 8 日に 5 類感染症に移行となり、令和

5 年度末をもって福島県からの病床確保要請も終了となったことから、令和 6 年度は確保
病床によらない、通常の医療提供体制の中での事業展開となった。 
また、取り巻く環境としては、診療報酬の改定が行われたが、賃上げや物価高騰が診療

報酬での想定を超えてしまったことで、当院を含め全国で病院経営が急激に悪化し、危機
的な状況となった。 

（１）総合病院 

① 診療体制 

常勤医師は、消化器科、循環器科、整形外科、血液内科、麻酔科での増員や救急科で
の新たな配置などにより、年度途中での退職 1 名があったものの、年度末でみると前年
度比 6名増の 38名（派遣、臨床研修医を含む）の体制となった。 
医師を除く医療職については、看護職（看護師、准看護士、助産師）が前年度比 1 名

増の 172 名、技術職（薬剤師、臨床検査技師、放射線技師など）が前年度比 5名増の 68
名となった。 

② 診療科、病床数 

内科、循環器内科、消化器内科、血液内科、小児科などの内科系の診療科、外科、整
形外科、脳神経外科、産婦人科などの外科系の診療科での診療を実施し、診療科には前
年度から変更がなかった。 
病床数は、稼働病床 230 床（一般 180 床、地域包括ケア 50床）でスタートしたが、南

相馬市内 5 病院間で確認した機能分化・連携強化の取組として、地域における救急医療
の中心となっている当院は、より急性期医療に集中することとし、地域包括ケア 50床を
令和 7年 1 月 1日から休止した。 

③ 患者数、診療単価 

患者数は、入院患者数が 57,413 人（前年度比 843 人増）、1 日当たり 157.3 人（前年
度比 2.7 人増）となった。外来患者数は、93,461 人（前年度比 2,535 人増）、1日当たり
384.6 人（前年度比 10.4 人増）となった。診療科別でみると、入院では循環器内科、消
化器内科などで前年度よりも増となったが、脳神経外科、内科などで減となった。外来
では、眼科、皮膚科などで前年度よりも増となったが、小児科、内科などで減となった。 
診療単価は、入院では 47,562 円（前年度比 423 円減）、外来では 13,433 円（前年度比

368 円減）となった。 

（２）附属小高診療所 

① 診療体制 

常勤医師は、新たに 1 名を配置し、前年度比 1 名増の 2 名（派遣を含む）の体制とな
った。 
医師を除く医療職については、看護職（看護師）が前年度と同数の 4名となった。 

② 診療科 

内科、外科の外来診療を実施した。 

③ 患者数、診療単価 

患者数は 5,287 人（前年度比 505 人増）、1 日当たり 21.8 人（前年度比 2.1 人増）と
なった。 
診療単価は 4,932 円（前年度比 49円減）となった。 
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２ 決算 

（１）総合病院 

① 医業収支 

医業収益が 42億 7 千万円（前年度比 2千万円増）、医業費用が 56 億 7 千万円（前年度
比 3億 4千万円増）となり、医業収支では 14 億 1 千万円の赤字（前年度比 3億 3千万円
の悪化）となった。医業費用の増が医業収益の増を大きく上回ったことが医業収支悪化
の要因となる。医業費用の増加の要因としては、福島県人事委員会勧告に伴う職員給与
費の増加、物価高騰の影響による材料費や経費の増加が挙げられる。 

② 経常収支 

一般会計（市）からの繰入金や県補助金などの医業外収益、雑損失や院内保育所など
の医業外費用を加味した経常収支は、8 億 5 千万円の赤字（前年度比 6 億 1 千万円の悪
化）となった。経常収支悪化の要因は、医業収支の悪化に加え、新型コロナウイルス感
染症の確保病床に対する県補助が皆減となったことが挙げられる。 

③ 総収支 

経常収支に特別利益、特別損失を加味した総収支は、8億 6千万円の赤字（前年度比 6
億 9千万円の悪化）となった。 

④ 主な経営指標 

・健全経営の指標である経常収支比率は 85.8％（前年度比 9.8 ポイント減）となり、健
全経営の水準とされる 100％に達していない。また、独立採算の指標である修正医業
収支比率は 75.2％（前年度比 4.5 ポイント減）となり、独立採算の基準とされる 100％
に達していない。 

・令和 6年度末の資金残高は 9.4 億円まで減少し、資金繰りがさらに厳しい状況となっ
た。 

（２）附属小高診療所 

① 医業収支 

医業収益が 3,316 万円（前年度比 556 万円増）、医業費用が 1億 4,811 万 5 千円（前年
度比 2,879 万 9 千円増）となり、医業収支では 1 億 1,495 万 5 千円の赤字（前年度比
2,323 万 9 千円の悪化）となった。医業費用の増が医業収益の増を大きく上回ったこと
が医業収支悪化の要因となる。医業費用の増加の要因としては、福島県人事委員会勧告
に伴う職員給与費の増加、物価高騰の影響による材料費や経費の増加が挙げられる。 

② 経常収支 

県補助金などの医業外収益、雑損失などの医業外費用を加味した経常収支は、2,274 万
3 千万円の赤字（前年度比 19 万 5千円の悪化）となった。 

③ 総収支 

経常収支に特別利益、特別損失を加味した総収支は、2,274 万 3 千万円の赤字（前年
度比 19万 5 千円の悪化）となった。 

④ 主な経営指標 

・健全経営の指標である経常収支比率は 85.0％（前年度比 3.3 ポイント増）となり、健
全経営の水準とされる 100％に達していない。また、独立採算の指標である修正医業
収支比率は 22.4％（前年度比 0.7 ポイント減）となり、独立採算の基準とされる 100％
に達していない。 

・令和 6年度末の資金残高は 11.2 億円となった。 
 
 
  ※決算数値の詳細は、pp.26-27「別表③ 収支計画」に記載しております。 



Ⅲ　具体的な取組内容に係る点検・評価

【（１）役割・機能の最適化と連携の強化】

②

項　目 計　画 取組状況（未達成の場合は、その要因）

　福島県医療計画及び地域医療構想に位置
付けられた役割・機能を維持しています。

※令和8年度に福島県が新たな地域医療構
想を策定することが想定されます。
　また、福島県医療計画は新たな構想の実
行計画に位置付けられることとなります。

●南相馬市立総合病院
　地域における救急医療の中心となってい
る市立総合病院においては、より急性期医
療に集中し、慢性期医療については他の病
院が当面担うという機能分化・連携強化の
取組について市立総合病院を含む市内５病
院の中で確認し、地域包括ケア病床を令和
7年1月1日から休止しましたが、「在宅療
養後方支援病院」として在宅や介護施設等
での生活再開に向けた治療や支援を行うと
ともに、在宅療養患者が安心して療養生活
を送ることができるよう、地域の医療機関
や福祉事業所との連携を進めました。
　また、「南相馬市地域包括ケアシステム
推進委員会」及び「相馬郡在宅医療・介護
連携支援センター」等の地域で推進する取
り組みにも積極的に参加しました。

●附属小高診療所
　患者が安心して療養生活を継続できるよ
う在宅医療（訪問、遠隔、往診）を提供し
ました。
　訪問診療：114人、遠隔診療：14人、
　往診：8人、合計：136人
　また、在宅医療を行っている患者のう
ち、急変時に在宅療養後方支援病院である
総合病院への入院を希望する登録患者がス
ムーズに入院できるように、患者情報につ
いて定期的に総合病院と情報交換を行った
結果、急変した２人について総合病院での
入院受入に結び付けることができました。

①

【がん対策】標準的ながん診療、緩和ケア病棟（未稼働）
【脳卒中対策】救急医療、回復期リハビリテーション病棟
【心筋梗塞等の心血管疾患対策】救急医療、回復期リハビ
リテーション病棟（未稼働）
【糖尿病対策】標準的、専門的な糖尿病診療
【精神疾患対策】心療内科（外来）
【救急医療】病院群輪番制の構成病院、救急告示病院
【災害時医療】地域災害拠点病院、ＤＭＡＴ指定医療機
関、原子力災害拠点病院
【新興感染症発生・まん延時における医療】入院医療（確
保病床）、外来診療（発熱外来）
【過疎・中山間地域の医療（へき地医療）】診療支援（医
師の応援など）
【周産期医療】周産期医療協力施設
【小児医療】一般小児医療病院、初期小児救急医療
【在宅医療】退院支援、日常の療養支援、急変時の対応
（在宅療養後方支援病院）、看取り

評価

達
成

概
ね
達
成

達
成

●南相馬市立総合病院
　急性期医療を経過し、病状の安定した患者に対して、介
護施設への転院、在宅復帰支援に向けて、地域包括ケアシ
ステムの「医療」の根幹となる地域包括ケア病棟を整備し
ており、安心して在宅復帰できる療養環境の整備を継続し
て進めます。在宅医療の後方病床としての役割も担い、在
宅からの入院が円滑に進むよう受け入れ体制を整備しま
す。また、住まい、予防及び生活支援について、リハビリ
テーション職をはじめ医療職による助言や指導などの取組
を引き続き実施します。

●附属小高診療所
　小高区における地域住民の初期医療を担うとともに、他
の医療機関や介護サービス事業所等と連携して、自宅で安
心して診療をうけられる在宅医療（訪問診療、往診、オン
ライン診療など）を推進します。また、在宅療養中の患者
の急変時にはスムーズに入院受入と治療を行うことができ
るよう在宅療養後方支援病院である総合病院と定期的な情
報交換を行うなど連携を図ります。
　なお、相双医療圏では、平成29（2017）年4月に退院調
整ルールを策定・運用を開始し、病院や居宅介護支援事業
所、地域包括支援センターなどが参加して、入退院時にお
ける高齢者情報の共有と退院後の在宅生活に向けた関係者
の連携などを目的に取り組んでおりますので、当該ルール
の定着・推進に協力します。

地域包括
ケアシス
テムの構
築に向け
て果たす
べき役
割・機能

地域医療
構想等を
踏まえた
果たすべ
き役割・
機能
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達
成

●附属小高診療所
　(ｱ)患者が安心して療養生活を継続でき
るよう在宅医療（訪問、遠隔、往診）を提
供しました。（令和6年度の在宅医療の延
患者数は、令和5年度より38人増加し136人
となりました）

　(ｲ)CT や MRI などの検査や専門的な治
療が必要となったかかりつけの患者につい
て、総合病院へ紹介するとともに、治療
後、病状が安定した患者については、総合
病院からの紹介を受けました。

　(ｳ)小規模な医療系機能の導入検討は、
課題である常勤医師確保については、紹介
会社の活用など募集活動を実施しました
が、新たな採用、増員には至りませんでし
た。
　介護サービスの導入検討は、介護事業所
等を戸別に訪問し、介護サービスの現状を
聞き取りすると共に、長寿福祉課のデータ
を基に、小高区に住民票を有する要介護認
定者の介護サービス利用状況を分析しまし
た。

概
ね
達
成

　限りある医療資源を有効に活用することで持続可能な地
域医療提供体制が実現できるよう、患者の紹介・逆紹介を
積極的に行うなど地域の病院や診療所との地域連携に努め
るとともに、入院診療に重点化することで地域の医療・救
急体制の中核を担えるような体制整備に努めます。

　●南相馬市立総合病院
　(ｱ)急性期医療提供体制の維持、強化
　(ｲ)救急、小児、周産期などの不採算医療、地域に不足
する医療の実施
　(ｳ)病病連携、病診連携による入院診療への重点化

　●附属小高診療所
　(ｱ)小高区における在宅診療などの実施
　(ｲ)南相馬市立総合病院との連携
　(ｳ)小規模な医療系、介護系サービスなど小高区に不足
する機能の導入に向けた検討

　総務省からの基準に基づく基準内繰入に
努めました。
　・行政経費（救急医療、保健衛生行政事
務）
　・不採算経費（リハビリテーション医
療、小児医療（入院）など）

　なお、基準外繰入も発生していますが、
「震災・原発事故からの復興」「医師確
保・定着」「一次救急」に限定したものと
なっています。

計　画 取組状況（未達成の場合は、その要因）

機能分
化・連携
強化

●南相馬市立総合病院
　(ｱ)機構改革により救急センターを設置
し、常勤医師を配置しました。また、急性
期医療へ集中するため,地域包括ケア病床
を休止しました。

　(ｲ)救急、小児、周産期など不採算部門
や地域に不足する診療科の診療を通年で実
施しました。

　(ｳ)重点化には至りませんでした。

-

評価

概
ね
達
成

④

医療機能
や医療の
質、連携
の強化等
に係る数
値目標

　別表①　医療機能等に係る数値目標を参照

⑤

一般会計
負担の考
え方

項　目

③

　地方公営企業法の適用を受ける事業は、独立採算が原則
になっていますが、客観的に事業収入で賄えない経費や事
業収入を充てることがふさわしくない経費については、一
般会計からの繰入（一般会計の負担）ができます。一般会
計の負担については、毎年度総務省から通知される「地方
公営企業繰出金について」でその基準が示されています。
　南相馬市立病院が実施する病院事業への一般会計負担に
ついても、この基準に基づき行われています。南相馬市立
病院は、地域の基幹病院として、また、公立病院として、
保健衛生行政への協力や、救急医療、災害医療など採算性
の確保が困難な医療も実施しており、これらに要する経費
については病院事業収益だけで賄うことが難しいため、一
般会計負担が必要となります。
　今後も、本プランに基づく経営強化への取り組みを行い
ますが、一般会計負担についても適切に措置されるよう南
相馬市との協議・調整を行います。
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　・広報誌「病院だより」を4回発行
　・病院ホームページのリニューアル
　・独自で企画した出前講座を3回実施
　・住民向けの職業紹介イベント（オープ
ンホスピタル）を初めて開催
　　（9月28日開催、約300名参加）

評価取組状況（未達成の場合は、その要因）

⑥
達
成

住民の理
解のため
の取組

　医療制度の抜本的改革、急速に進展する少子高齢化、疾
病構造の変化に伴う医療ニーズの多様化等、医療を取り巻
く環境は著しく変化しています。こうした変化に対応する
ため、診療体制の柔軟な見直し等が必要となっています。
　計画の進捗状況や新たな地域医療構想の策定などに伴う
見直しにあたっては、「南相馬市立病院運営審議会」「南
相馬市立病院経営強化プラン有識者会議」に報告し、評価
や意見等を受けます。
　また、南相馬市立総合病院が担う役割・機能を見直す場
合には、パブリックコメントを実施し、市民の意見を取り
入れるとともに、市民からの理解を得られるよう、「病院
だより」や「病院ホームページ」等でお知らせするなど、
情報発信に積極的に取り組みます。
　なお、医療資源が限られており、医療を受ける側である
市民の理解と協力を得ることも必要であることから、南相
馬市立病院の現状について積極的に発信するとともに、南
相馬市全体として、かかりつけ医の必要性、医療機関のか
かり方、救急車の適正利用などの周知、啓発の取り組みに
協力します。

計　画項　目
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【（２）医師・看護師等の確保と働き方改革】

②

臨床研修
医の受入
れ等を通
じた若手
医師の確
保

　令和6（2024）年4月から医師に対する時間外労働の上限
規制が開始されることから、医師の時間外労働の短縮を図
るため、Ａ水準（年960時間以下、月100時間未満）の達成
を目指すことを決定し、医師の健康を確保することにより
医療の提供体制の確保・維持に努めます。
　Ａ水準においては努力義務であるものの、「医師労働時
間短縮計画」を策定し、医師事務作業補助者等によるタス
クシフト・シェアや、クリニカルパス、ＩＣＴの活用によ
り医師の負担軽減を図り、適切な労務管理に取り組みま
す。

取組状況（未達成の場合は、その要因）

　基幹型臨床研修病院としての機能を継続
し、臨床研修医の育成を実施しました。
　令和6年度においては、1年次3名、2年次
3名の合計6名の臨床研修医が在籍し、2年
次の3名は、2年間の初期研修課程を修了し
ました。（うち2名は福島県立医科大学に
入局し、将来の医師確保（派遣等）の基礎
づくりができました。）
　また、令和7年度に向けて臨床研修医3名
を新たに確保しました。

　令和7年度以降の人材確保に向けて取組
みました。医師については、病院長による
福島県立医科大学等への支援要請、医学生
の見学受入や修学支援などを実施しまし
た。
　看護職員や医療技術職については、学生
の実習受入、見学受入を積極的に行うとと
もに、県内外の養成施設への訪問活動を実
施しました。
　また、勤務環境の整備については、継続
して取り組んでおります。

　市立総合病院は、基幹型臨床研修病院としての機能を維
持し、充実した研修プログラムと指導・支援体制の整備に
努め、引き続き臨床研修医の確保、受入を行います。
　地域の基幹病院であることから症例数・種類が豊富であ
り、二次救急医療機関として病院規模に比べ救急患者も多
く、研修医がファーストタッチを行える教育体制が整って
おり、また、災害時医療の研修を行うことができます。
　今後も臨床研修協力型病院及び協力施設と連携し、研修
医それぞれの状況に応じた柔軟な研修計画を組み、院内勉
強会、研修会、カンファレンスでの症例発表を充実させ、
学会参加の機会を確保するなど、医師として着実に研鑽で
きる指導体制のもと、地域医療を経験できる研修病院とし
て積極的に受入れに取り組みます。
　また、研修プログラムの中の地域医療研修においては、
研修医の希望に合わせて不採算地区病院（診療所）への研
修派遣を行います。

【令和6年度の目標】臨床研修医の受入件数：７人

概
ね
達
成

概
ね
達
成

③

医師の働
き方改革
への対応

　職員の身分を有する医師について、時間
外労働時間数の把握・管理、長時間労働医
師に対する指導体制の構築、面接指導の実
施などを行い、Ａ水準を達成することがで
きました。

　地域の基幹病院としての役割を果たすとともに、地域に
おける診療体制の堅持、入院機能の確保・強化に向けて、
医師、看護師、医療技術職等の医療従事者の確保に継続し
て取り組みます。
　医師の確保に向けては、医師を支援する体制が確保でき
るよう、引き続き福島県立医科大学との連携維持や寄附講
座等南相馬市の事業との連携に努めます。また、市立病院
の事業である医師修学資金貸付制度や臨床研修医の受入等
も継続することで、将来に向けた医師確保、医師の地域へ
の定着にも取り組みます。
　看護師等の確保に向けては、養成施設へ訪問や情報発信
などＰＲ活動を強化します。また、南相馬市の保健活動へ
の協力や学校や地域への出前講座等を実施することで、将
来に向けた地元人材の育成にも取り組みます。
　また、市立病院において、職員が在職しながら資格取得
や研修などの自己研鑽にも取り組める環境や、院内保育所
や短時間勤務制度の活用による育児と仕事の両立支援、定
年退職後の再任用職員の雇用により高度な技術の活用と継
承を図る取組み、さらには職員のコンプライアンスに対す
る意識啓発とハラスメント防止への取組みを通し、安心し
て働くことのできる勤務環境の整備に努めます。

概
ね
達
成

評価

医師・看
護師等の
確保

計　画項　目

①
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【（３）経営形態の見直し】

①
経営形態
の見直し

　現行の「地方公営企業法の一部適用」では、経営に関す
る権限は市長に与えられ、病院内の最高責任者である病院
長にとっては、制約によって効率的な病院経営を行うこと
ができない状況にあります。
このことから、新改革プランで示した方向性を継承し、
「地方公営企業法の全部適用」への移行を前提とし、次の
経営形態の方向性を検討することとします。

【令和6年度の取組目標】移行計画の策定

項　目 取組状況（未達成の場合は、その要因） 評価計　画

　移行計画の策定には至らず、情報収集の
結果、先進事例の現地調査の候補の調査・
検討にとどまりました。

未
達
成

11



【（４）新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組】

項　目

①
平時から
の取組

②

評価

感染拡大
時の取組

　
　新興感染症の発生・まん延時においても感染症患者への
適切な医療が提供できるよう努めます。
　また、発熱外来の開設や新興感染症に対応する入院医療
（確保病床）の提供など、市民の命を守るとともに、安心
して医療が提供できる体制の維持を図るため、県や相双保
健所の取組みに協力するとともに、相馬郡医師会や市と連
携して対応します。

　(ｱ)診療方針、病院運営方針の決定
　　・優先度や診療制限などの方針について、ＢＣＰに基
づく速やかな決定
　　・組織全体での共有
　　・患者や関係医療機関への周知
　(ｲ)感染症への対応
　　・入院医療（確保病床）、外来診療（発熱外来）の実
施
　　・専門人材の他医療機関への派遣（感染症対策に対す
る助言、指導など）
　(ｳ)院内感染対策の徹底、感染症対策の共有等
　　・院内感染対策マニュアル等に基づく職場レベル、個
人レベルでの感染対策の徹底
　(ｴ)関係機関との連携、役割分担
　　・福島県相双保健所、相馬郡医師会、南相馬市、地域
の医療機関との連携や役割分担に基づく各種取組への協力
　　・南相馬市が実施する緊急的なワクチン接種への協力

　※新興感染症の発生がありませんでし
た。

　新型コロナウイルス感染症の拡大時に当院が地域におけ
る中核的な役割を果たしたことで得られた知見や経験を踏
まえ、新興感染症の拡大時に施設・設備が転用できるよう
な備えを進めるとともに、対策に必要となる備蓄品につい
て一定数の在庫を確保できるよう努めます。
　また、感染症に対応できる人材の確保・育成に努めま
す。

　(ｱ)感染拡大に対応可能な病床等の確保
　　・新型コロナウイルス感染症への対応を参考に、患者
の隔離（陰圧など）、ゾーニングや独立した動線の確保が
比較的容易となる病棟における入院医療（確保病床）の実
施を想定
　(ｲ)感染拡大時を想定した専門人材の確保
　　・感染制御の資格を有する医師（ＩＣＤ）や感染症を
専門とする看護師（専門看護師、認定看護師）の確保や育
成
　　・地域の医療機関や介護施設等への専門人材の派遣
（感染症対策に対する助言、指導など）
　(ｳ)医療機関における感染防護具等の備蓄
　　・新型コロナウイルスの感染拡大時の対応を参考に、
個人防護具（ＰＰＥ）やマスク等について、生産や供給が
ひっ迫することを想定した在庫の確保
　(ｴ)院内感染対策の徹底、感染症対策の共有等
　　・平時からの感染対策の徹底
　　・院内感染対策マニュアル、感染症マニュアル、業務
継続計画（ＢＣＰ）の整備、職員への浸透
　　・院内での感染対策研修会の実施

　(ｱ)福島県知事から感染症法に基づく通
知を受け、南相馬市立総合病院として感染
症発生・まん延時に講じなければならない
措置（病床の確保や発熱外来の実施など）
を確認するとともに、協定指定医療機関と
しての指定を受けました。

　(ｲ)感染管理認定看護師（1名）の育成に
着手しました。

　(ｳ)新興感染症の発生・拡大に備え、対
策に必要となる備蓄品について一定数の在
庫を確保しました。

　(ｴ)継続して取り組んでおります。

計　画 取組状況（未達成の場合は、その要因）

達
成

-
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【（５）施設・設備の最適化】

①
施設・設
備

　長期的な視点に立って施設や設備の長寿命化や更新など
を計画的に行い、財政負担の軽減を図ることで、経営強化
に努めます。

　●南相馬市立総合病院
　・本館：老朽化対策工事（トイレ、浴室の改修、主従配
管の更新など）
　・患者駐車場：舗装改修（地下式調整池設置、舗装全面
更新）

　●附属小高診療所
　・旧棟：老朽化対策（配管の更新など）

項　目 計　画

達
成

評価

②
デジタル
化

取組状況（未達成の場合は、その要因）

●南相馬市立総合病院
　本館老朽化対策工事について、令和6年
12月までの期間で実施設計の見直し業務を
行いました。その後、改修工事に向けて令
和7年3月に契約を締結しました。
　また、本館前の患者駐車場について、本
館正面入口前と患者駐車場の中央部の改修
工事を実施しました。
　病院施設の維持管理のため、空調や電気
設備などの情報を一元的に管理している中
央監視装置を更新しました。

●附属小高診療所
　旧棟の老朽化対策については、利活用の
方向性が固まらないと、改修の内容及び範
囲が決められないため、必要最小限の修繕
にとどめ、配管の更新等の実施に至りませ
んでした。

　国の政策に呼応し、デジタル化の推進に努めます。

　・医師、看護師等の負担軽減となるツール（音声入力な
ど）の導入
　・デジタル人材の確保・育成

　医療職向けの情報共有の環境が十分では
なかったことから、院内にグループウェア
を導入し、院内の情報共有や設備予約のデ
ジタル化を実施しました。
　また、情報システム管理担当職員1名の
福島県立医科大学への定期的な出張を実施
し、情報ネットワークの連携強化及び遠隔
読影業務の推進に取り組むことでデジタル
人材の育成を行いました。

達
成

未
達
成
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【（６）経営の効率化等】

●南相馬市立総合病院

　(ｱ)経営管理指標の見直し・再整備

項　目

①

経営の効
率化の目
標

②

 ⅰ．経営状況の見える化による職員の意識改革

　職員全員が自らの行動が経営に結びついているという意
識を持ち、コスト意識を高め、行動することができるよ
う、目標とする数値等の情報提供を続けていきます。

＜具体的な取組＞

　(ｲ)社会保険診療報酬支払基金等から示
されている審査情報提供事例を活用し、適
正な診療報酬請求に努めるとともに、レセ
プトチェック用のソフトウエアを活用した
レセプト点検を実施し、査定・返戻の削減
に取り組みました。
　また、診療録管理体制加算の区分変更や
二次性骨折予防継続管理料の新たな届出を
行い、診療報酬の確保に取り組みました。

　別表②　経営指標に係る数値目標を参照

未
達
成

計　画

【令和6年度の目標】　　－
【令和7年度の目標】　　－
【令和8年度の目標】現金ベースでの黒字化
【令和9年度の目標】経常収支黒字化

　・管理ツールの整備(情報システムツール等含む)

　・各診療科等での目標管理制度導入とあわせ、管理対象
費用及び進捗管理の仕組み整備

　(ｳ)各診療科等での目標管理制度の導入
準備段階にあったことから、管理対象費用
及び進捗管理の仕組み整備には至りません
でした。
　医療機器の調達については、更新の平準
化を図るため、医療機器機種選定委員会に
おいて、更新対象となる医療機器のうち優
先度の高いものを選定しました。

　・診療報酬請求に関する運用の点検、請求可能性の評
価、施設基準の見直し

　(ｳ)病院運営に関する費用の効率化

③

取組みの
方向性と
具体的な
取組み

　(ｱ)医師の確保と人材・資産の適切な運用
　・泌尿器科医師の早期確保

　・医師及び医療職から補助業務職員へのﾀｽｸｼﾌﾄの実施

　(ｲ)入退院・ベッドコントロールの見直し及び適正収入

　・診療科以外の各部門の生産性分析の仕組みの導入

経営指標
に係る数
値目標

　・回復期リハビリテーション病棟の運用体制確保

 ⅱ．医療資源の有効活用と患者確保対策の推進

　福島県立医科大学への働きかけや奨学金制度の広報など
により、医師確保に努め、地域に必要とされる医療を提供
するとともに、接遇力向上などにより患者満足度の向上を
目指します。

　・医療機器及び手術室等の稼働状況に合わせた運用体制
及び維持
　　管理費用の見直し

　・入院関連診療報酬の適正な確保、転棟等運用効率化

　・生産性状況を経時的に評価できる仕組みの整備
　(ｲ)指標の院内伝達方法の再構築
　・経営管理指標の種類別の共有の仕組みの整備
　・統計情報の共有・情報発信の仕組みの整備

＜具体的な取組＞

　(ｳ)経営分析の習熟と目標管理の導入
　・診療科別、部門別の目標管理の導入

　・高額医療機器等の整備・更新に係る運用評価に基づく
投資計画の策定

概
ね
達
成

　(ｱ)医師確保については、病院長による
福島県立医科大学等への支援要請により、
令和７年度に向けて泌尿器科常勤医師を確
保しました。
　資産運用については、医療機器等の稼働
状況に合わせて運用体制を適宜見直しまし
た。

概
ね
達
成

　(ｱ)経営管理指標については、院内デー
タはもとより、分析ソフトを用いるなど、
多方面から分析を図りました。

　(ｲ)分析した指標は、所属長会議や医局
会において、現状と改善の目標を共有する
など病院全体で経営改善に取り組みまし
た。
　
　(ｳ)院長と各診療科の医師が、患者数の
目標と達成のための具体策等を協議し、取
り組みました。

取組状況（未達成の場合は、その要因） 評価

-

-

達
成

14



＜具体的な取組＞

　(ｲ)地域医療機関との前方・後方連携の強化

　・地域医療機関向けの当院(医師・実績)紹介資料、その
他情報管理ツールの見直し

　・診療科別の紹介目標件数の設定と合意形成

　・紹介・逆紹介情報と入院情報の紐付けによる、各診療
科の紹介確保に向けた取組

　・紹介元施設への情報提供（返書）のﾀｲﾐﾝｸﾞ・頻度・内
容の見直し
　・診療科別に紹介患者獲得方策を整備

　(ｳ)地域への情報発信の見直し
　・地域医療機関への情報発信の仕組みの見直し

計　画

概
ね
達
成

　・各診療科の実績や詳細分析内容について、定期的に各
診療科医師への情報提供

 ⅲ．地域医療連携の強化

　当院の診療機能や役割などを地域の医療機関などに定期
的に広報し、病診・病病連携を強化し、患者紹介率の向上
を目指します。

　・各診療科での実施計画(目標)の整備と実施状況管理

　(ｱ)地域医療連携に係る統計・指標の構築

　(ｱ)診療科別での紹介目標設定には至り
ませんでしたが、連携情報をまとめるとと
もに、業務に活用しました。

　(ｲ)令和元年以来5年ぶりの地域医療連携
懇談会を開催し、地域の医療機関に対して
当院の医師機能・役割をＰＲするなど、病
診連携・病病連携の強化に努めました。
　また、医療機関同士のつなぎ役となる地
域医療連携室が市内の各医療機関を年3回
以上訪問するとともに、市内の各福祉施設
からの月2回以上の調査受入を行いまし
た。一部の診療科においては、専門外来の
開設にあわせて積極的な訪問活動を実施し
ました。

　(ｳ)地域の医療機関向けに地域医療連携
室だよりを２回発行しました。また、当院
ホームページのリニューアルにより、診療
科別の情報をよりわかりやすく提供できる
ようになりました。

③

取組みの
方向性と
具体的な
取組み

項　目 取組状況（未達成の場合は、その要因） 評価
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　(ｷ)病院採用の事務職員（医療事務等）
を9名募集しましたが、1名の採用にとどま
りました。

未
達
成

④

経営強化
プラン対
象期間中
の各年度
の収支計
画等

-

概
ね
達
成

　(ｱ)本プランの職員への浸透、経営状況の全体での共有
とシステム化

　(ｳ)包括払方式（ＤＰＣ）の導入とクリニカルパスの整
備

　・病院理念の浸透に併せ、本プランの職員への浸透を図
ります。また、経営情報を定期的に職員全体で共有すると
ともに、人事評価制度における組織重点目標、個人の目標
設定に経営改善の目標を盛り込みます。

　・今後も引き続き、地域の医療機関との連携を図りなが
ら、適切なベッドコントロールを行い、また、診療体制及
び救急体制の強化などにより、病床稼働率向上を図りま
す。

　・なお、地域医療構想の見直し結果によっては、病床機
能等の再編成を検討していきます。

　(ｴ)職員給与費比率、材料費比率、経費比率の抑制
　・効率性や生産性を意識することによる医業収益の確保
に併せて、医業費用の節減に努めることで、収益に対する
各費用の比率の抑制に努めます。
　(ｵ)救急患者受入れの強化

　(ｶ)健（検）診体制の強化

　(ｷ)事務部門の強化

　・ＤＰＣを導入し、入院収益の増加を見込むとともに、
クリニカルパス整備を行い、主治医独自の判断ではなく、
ガイドラインやクリニカルパスに準じた診療プロセスによ
り治療を行うことで、医療の質を一定に保ちながら標準化
と効率化を進めます。

　(ｳ)令和6年4月よりDPC準備病院となり、
次回診療報酬改定時（令和8年）からＤＰ
Ｃ対象病院となるべく、課題等に取り組ん
できました。とりわけ、医療の標準化と質
を保つためのクリニカルパスも各診療科等
と協力しながら整備を進めました。

達
成

達
成

　別表③　収支計画を参照

概
ね
達
成

　・救急医療が必要な患者に対応し、診療できる患者は診
療するとともに、重篤で対応が困難な患者については、高
度医療を提供できる福島県立医科大学附属病院などに繋ぎ
ます。

　・病院経営を下支えする事務部門においても、業務が複
雑化、専門化しており、絶えず新しい知識を習得する必要
が生じており、従来の市長部局からのローテーションによ
る配置に頼ることでの対応は困難であることから、専門性
の高い医療事務職員を採用するなど事務職員のプロパー化
を進めます。

＜具体的な取組＞

　・また、職員が在職しながら資格取得や研修などの自己
研鑽にも取り組める環境を整備します。

 ⅳ．その他経営改善に向けた取組み

　病床利用率の向上に向けた取組みや、病院として取り組
むことを決めた包括払方式（DPC）導入による収入増加な
ど、これまでのアクションプランに無いものを新たに追加
し、経営強化に取り組みます。

　(ｱ)経営強化プランの全職員向けの説明
会を行うなど経営意識の醸成に努めまし
た。

計　画 取組状況（未達成の場合は、その要因）

取組みの
方向性と
具体的な
取組み

　(ｲ)病床利用率の向上

概
ね
達
成

　(ｴ)業者との直接交渉に継続して取り組
むなど調達価格の抑制や節電による電気使
用量の低減に成果がありましたが、賃上げ
や物価高騰の社会情勢の下で全体的に費用
抑制に苦戦することとなりました。

概
ね
達
成

　(ｲ)所属長会議や医局会において病床利
用率の現状と改善の目標を共有しました。
さらに、適切な入院診療に関する方針を院
内に掲げ、病院全体で病床利用率の改善に
努めました。
　また、令和元年以来5年ぶりの地域医療
連携懇談会の開催するとともに、月例医学
勉強会の開催などを通じて診療科ごとに顔
の見える関係づくりに努めました。

　(ｵ)機構改革により救急センターを設置
し、常勤医師を配置しました。また、積極
的に救急患者を受入れたことで、前年度を
上回る受入実績となりました。

③

　(ｶ)肺がんCT検診など新たなオプション
検査を導入し、受診者の多様なニーズに対
応しました。
　また、ホームページからの予約申込みを
開始し、受診者の利便性向上とともに、業
務の効率化に取り組みました。
　さらに、新たに新型コロナワクチン接種
を開始するなど、予防医療にも努めまし
た。

　・体制強化を図り、受診者の受入を拡大します。受診者
の疾病を早期発見し、早期治療に繋げます。

項　目 評価
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【（６）経営の効率化等】

●附属小高診療所

取組みの
方向性と
具体的な
取組み

　(ｱ)業者との直接交渉に継続して取り組
むなど調達価格の抑制に努めましたが、賃
上げや物価高騰の社会情勢の下で全体的に
費用抑制に苦戦することとなりました。

概
ね
達
成

 ⅲ．その他経営改善に向けた取組み

達
成

＜具体的な取組＞
　(ｱ)経営管理指標の見直し・再整備

 ⅰ．経営状況の見える化による職員の意識改革

　職員全員が自らの行動が経営に結びついているという意
識を持ち、コスト意識を高め、行動することができるよ
う、目標とする数値等の情報提供を続けていきます。

　・生産性分析の仕組みの導入
　・生産性状況を経時的に評価できる仕組みの整備
　(ｲ)指標の院内伝達方法の再構築
　・経営管理指標の種類別の共有の仕組みの整備
　・統計情報の共有・情報発信の仕組みの整備

　(ｳ)経営分析の習熟と目標管理の導入
　・目標管理の導入

　(ｱ)職員給与費比率、材料費比率、経費比率の抑制

　・効率性や生産性を意識することによる医業収益の確保
に併せて、医業費用の節減に努めることで、収益に対する
各費用の比率の抑制に努めます。

　・来院している患者さんの満足度を調査する。

　(ｲ)事務部門の強化
　・病院経営を下支えする事務部門においても、業務が複
雑化、専門化しており、絶えず新しい知識を習得する必要
が生じており、従来の市長部局からのローテーションによ
る配置に頼ることでの対応は困難であることから、専門性
の高い医療事務職員を採用するなど事務職員のプロパー化
を進めます。
　・また、職員が在職しながら資格取得や研修などの自己
研鑽にも取り組める環境を整備します。

　(ｲ)令和5年度末で医療事務職員が1名退
職し欠員が生じていたが、令和6年12月に
医療事務の資格を有する職員を新たに1名
確保することができました。

達
成

 ⅱ．患者確保対策 　(ｱ)患者満足度調査（アンケート調査）
の実施には至りませんでした。 未

達
成

③

④

経営強化
プラン対
象期間中
の各年度
の収支計
画等

　別表③　収支計画を参照 -

-

＜具体的な取組＞
　(ｱ)患者満足度調査の実施

②

経営指標
に係る数
値目標

-

①

経営の効
率化の目
標

【令和6年度の目標】　　－
【令和7年度の目標】　　－
【令和8年度の目標】　　－
【令和9年度の目標】経常収支黒字化

取組状況（未達成の場合は、その要因） 評価

　・管理ツールの整備(情報システムツール、RPA含む)

　別表②　経営指標に係る数値目標を参照

　(ｱ)日毎の外来患者数を表にまとめ把握
しました。
　月毎に外来患者数、診療収入、診療単価
等を算出しました。
　前年度との比較を実施しました。

　(ｲ)就業開始時、就業終了時のミーティ
ング及び全職員が参加する会議を活用し
て、外来患者数、診療単価、予算の執行状
況等数値について情報共有を図りました。

　(ｳ)経営強化プランに定める数値を目標
値とし、達成できるよう上記のミーティン
グ等で情報共有を図りました。

項　目 計　画
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Ⅲ－別表①　医療機能等に係る数値目標

１）医療機能に係るもの

　相馬管内の救急搬送受入割合

２）医療の質に係るもの

　入院患者満足度

　在宅復帰率（地ケア病棟）

３）連携強化に係るもの

　紹介率

　逆紹介率

４）その他

　臨床研修医の受入件数

　人間ドック、健診の実施件数

１）医療機能に係るもの

令和５年度

実績値

98

令和６年度

6,286

120 136

6,650

％

87.8

0.3 100.7%

65.0

％

58.362.7

％

89.7%

指　標

42.0 42.3

令和６年度令和５年度

実績値 目標値

41.1

実績値 比　較 達成率

29.6

80.0 7.8 109.8%86.3

85.7%

40.0 36.6 ▲ 3.4

人 7 6

29.1

▲ 1.06

％

％ 40.0 39.4 ▲ 0.6 98.5%

16　訪問診療（オンライン診療を含む）件数 113.3%件

●南相馬市立総合病院

●南相馬市立総合病院附属小高診療所

目標値 実績値 比　較 達成率

6,423 ▲ 227 96.6%

指　標

▲ 6.7

91.5%

件
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120

6,950

令和９年度

目標値

40.0

120 120

40.0

6,750

令和７年度

目標値

40.0

88

6,850

令和８年度

目標値

40.0

40.0

8

令和９年度

目標値

43.5

80.0

80.0

40.0

令和８年度

目標値

43.0

75.0

80.0

令和７年度

目標値

42.5

70.0

80.0

達　成

未達成

達　成

未達成

未達成

令和６年度の目標未達成の要因

未達成

未達成

達　成

令和６年度

評　価

令和６年度

評　価
令和６年度の目標未達成の要因

　自由記載の回答をみると、大きく３つの意見に集約できた。１つには
病院運営に関するもので、診療や看護に対する御礼が多い中で面会制限
に対する不満の声があった。２つにはスタッフに対するもので、こちら
も御礼の声が多い中で一部対応の悪さを指摘するものがあった。３つに
は施設その他に関するもので、トイレの環境改善に関するご意見が寄せ
られた。

　初診患者数が減少していることから、病診連携は進んでいると考えら
れる一方で、市外の医療機関への訪問も行ったが、思うように紹介につ
ながらなかったものと考えられる。

　常勤医師が増員となったことで、当院で治療が完結する患者が増えた
ことによるもの。

　採用試験においては定員の４名内定していたが、１名辞退により３名
採用にとどまったことによる。

当日キャンセル等による、実施件数の減によるもの。
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Ⅲ－別表②　経営指標に係る数値目標

１）収支改善に係るもの

　経常収支比率　※経営の効率化の目標

　医業収支比率

　修正医業収支比率

２）収入確保に係るもの

稼働病床数（１日当たり平均）

１日当たり入院患者数

入院患者平均診療収入

病床利用率

１日当たり外来患者数

外来患者１人１日当たり診療収入

令和６年度

32,643

67.2

374.2

13,801

95.6

82.2

79.7

230

154.6

47,985

142.3

49,314

98.0%

102.3%

▲ 12

▲ 13.7

47,304 47,562 258

12,577

171 157.3

230

48,477 ▲ 523 98.9%

97.3%

外
　
来

円

人

円

％

円 49,000

床

▲ 1.576.7 75.2

32,577

▲ 2.074.3

376 384.6

入
　
院

同入院患者１人１日当たり診療収入

地域包括ケア病床１日当たり入院患者数

同入院患者１人１日当たり診療収入

一般病床１日当たり入院患者数

72.3％

148.3

人 10 9.0

円 20,000

12.3

161

令和５年度

実績値

▲ 567

▲ 1.0

92.1%

162.9%

90.0%

83.1 77.7 ▲ 5.4 93.5%

88.2 85.8 ▲ 2.4 97.3%

96.0%

8.6

14,000

▲ 12.7

94.8%

13,433

％

●南相馬市立総合病院

人

目標値 実績値 比　較 達成率
指　標

人 92.0%

100.5%

218

％
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令和６年度の目標未達成の要因

　患者数は目標を上回ったが単価の低い患者の割合が増えたこと
により、全体の平均を押し下げたことによるもの。

　入院患者数は伸びているものの、目標とした患者数に届かな
かった診療科が複数あったことによるもの。

　地域での役割分担（機能分化・連携強化）として、救急医療の
中心となっている当院が急性期医療に集中する一方で、令和７年
１月以降、地域包括ケア病床５０床を休床したことによる。

　収益で主に患者数が目標に届かず入院収益が伸び悩んだこと。
　費用で主に賃上げの影響によって給与費が大きく伸びたこと。

　入院患者数は伸びたものの、目標とした患者数に届かなかった
診療科が複数あったことにより、入院収益が大きく下回ったこと
によるもの。

　入院患者数は伸びたものの、目標とした患者数に届かなかった
診療科が複数あったことにより、入院収益が大きく下回ったこと
によるもの。

　急性期医療に集中したことにより、在院日数が短縮され、目標
とした患者数に達しなかった。

　南相馬市内５病院間で確認した機能分化・連携強化の取組とし
て、地域における救急医療の中心となっている当院は、より急性
期医療に集中することとし、令和7年1月1日から地域包括ケア病床
50床を休止したため。

　入院患者の手術件数は増え、単価の増加につながったものの、
単価の高い手術の回数が増えず、目標に届かなかったことによる
もの。

　急性期医療に集中したことにより、在院日数が短縮され、目標
とした患者数に達しなかった。

50,682

170

57,000

35

20,000

89.1

390

14,000

48,900

170

54,000

30

20,000

87.0

385

14,000

令和９年度

目標値

100.6

96.5

89.7

230

205

令和８年度

目標値

97.6

92.3

85.7

230

200

令和７年度

目標値

93.3

87.5

81.0

230

190

47,789

165

52,000

25

20,000

82.6

380

14,000

未達成

未達成

未達成

未達成

未達成

達　成

令和６年度

評　価

未達成

未達成

未達成

達　成

未達成

達　成

未達成
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３）経費削減に係るもの（医業収益に対する費用の割合）

　材料費

　 うち医薬品費

　委託費

　職員給与費

　減価償却費

４）経営安定に係るもの

　常勤医師数

　純資産

　現金保有残高　※経営の効率化の目標

　企業債残高

指　標
令和５年度 令和６年度

実績値 目標値 実績値 比　較 達成率

●南相馬市立総合病院

102.9%

23.2

15.0

60.7

7.3

13.4

32

4,157

1,207

3,183

15.0 14.6

181.0 105.5%

▲ 0.4

98.7%

8.6

▲ 170百万円

95.0%

％ 14.4 14.0 ▲ 0.4

▲ 2.0

3,483

84.7%

％ 23.6 0.323.3

102.7%％

102.4%

91.9%65.1 5.3

38人 40

59.8

％ ▲ 0.28.4

％

百万円 3,302

101.7%百万円 3,174 3,121 ▲ 53

1,113 943
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令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和６年度

評　価
令和６年度の目標未達成の要因

目標値 目標値 目標値

　収益、費用ともに目標を達成できなかったことにより、収支も
目標を達成できなかった（収支が悪化した）ことによる。

　年度当初３９名の体制であったが、年度途中で常勤医師１名が
退職したこと。また、年度途中での増員配置が叶わなかったこと
による。

　賃上げの影響で職員給与費が目標を達成できなかったこと。患
者数が目標に届かず入院収益が伸び悩んだことで医業収益が目標
を達成できなかったことによる。

　材料費は目標を達成したものの、患者数が目標に届かず入院収
益が伸び悩んだことで医業収益が目標を達成できなかったことに
よる。

22.7

14.6

51.0

8.0

40

3,374

1,415

3,718

12.1

14.7

56.4

8.5

40

3,084

13.5 12.6

2,981

1,045

2,987

22.9

925

未達成

達　成

22.9

14.8

53.1

8.4

40

3,137

達　成

未達成

達　成

未達成

達　成

未達成

達　成
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１）収支改善に係るもの

　経常収支比率　※経営の効率化の目標

　医業収支比率

　修正医業収支比率

２）収入確保に係るもの

１日当たり外来患者数

外来患者１人１日当たり診療収入

令和６年度令和５年度

実績値

81.7

23.1

指　標
目標値 実績値 比　較 達成率

●南相馬市立総合病院附属小高診療所

4,932 ▲ 68 98.6%

％ 18.8 22.4 3.6 119.1%

外
　
来

人 21 21.8 0.8 103.8%

％ 83.8 85.0 1.2 101.4%

20

％ 18.8 22.4 3.6 119.1%

円 5,000

23.1

4,981
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　患者数は目標を達成したものの、令和６年６月からの診療改定
の影響により、一部の診療収入が減少したことで、全体の平均を
押し下げたことによるもの。

令和６年度の目標未達成の要因

21.8

22

5,500

令和９年度

目標値

100.0

21.9

目標値

88.8

21.1

21.1

令和８年度

目標値

100.0

21.5

令和７年度

5,300

21.5

22 22

5,400

達　成

達　成

達　成

達　成

未達成

令和６年度

評　価
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Ⅲ－別表③　収支計画

（単位：百万円）

収益的収入

医業収益

入院収益

外来収益

その他医業収益

医業外収益

他会計補助金

補助金

負担金交付金

院内保育施設収益

長期前受金戻入

その他医業外収益

特別利益

収益的支出

医業費用

給与費

材料費

経費

減価償却費

資産減耗費

研究研修費

医業外費用

支払利息

院内保育施設費

雑損失

その他医業外費用

特別損失

収益的収支合計

医業損益

経常損益

純損益

資本的収入

企業債

出資金

補助金

その他

資本的支出

建設改良費
企業債償還金
長期貸付金

資本的収支合計

1,337

1,135

202

0

1,561

1,138
404
19

▲ 224

0

274

23

66

173

12

0

35

▲ 626

35

202

0

835

413
403
19

▲ 224

0

1,321

322

935

19

113

644

63

67

29

6,062

3,115

1,275

1,178

450

3

41

394
19

▲ 220

0

1,304

320

930

19

113

639

63

67

29

3,100

1,231

1,240

449

3

41

210

23

66

611

409

3

41

188

24

66

86

12

0

▲ 415

234
8

▲ 99

令和７年度

目標値

5,759

4,847

3,241

1,287

318

912

19

113

617

63

71

29

0

6,174

5,986

3,085

1,149

1,279

429

0

4

▲ 166

▲ 1,082

▲ 249

▲ 166

令和５年度

実績値

896

1,016

1,050

318

5

22

354

24

71

259

434

470

74

148

40

87

5,690

5,332

2,921

実績値

令和５年度

5,524

4,250

2,715

1,255

280

1,187

21

63 58

8

41 20 ▲ 21

0 2

▲ 136▲ 719 ▲ 855

196 317 121

24 25 1

66 56 ▲ 10

94 220 126

12

0

6,273

6,064

0

6,336

目標値 実績値

4,540 ▲ 274

2,953 2,731 ▲ 222

5,400 5,138 ▲ 262

1,279 ▲ 241,255

308 280 ▲ 28

5,923 ▲ 249

▲ 5

令和８年度

目標値

6,124

5,194

3,570

令和９年度

目標値

6,371

5,436

3,792

406 372 ▲ 34

1,305 1,064 ▲ 241

29

5,674

860 871 11

37

6,119

543 516 ▲ 27

92 117 25

0 1 1

5,993 ▲ 126

款　項　目

4,266

増　減

令和６年度

3,070

3 25

3,150 80

1,098 1,040

28

▲ 58

2

20 28 8

113 115 2

▲ 1,383 ▲ 1,408 ▲ 25 ▲ 1,139

109

12

0

▲ 149

▲ 870

16 4

▲ 149

▲ 149

令和８年度

目標値 目標値

▲ 719 ▲ 855 ▲ 136

款　項　目
令和６年度

目標値 実績値 増　減

▲ 719 ▲ 854 ▲ 135

35

令和９年度

753

6 0 0 0

▲ 415

▲ 415

令和７年度

目標値

398

201

197

0

618

205

293 25

7 8 1

739

120

31

995

●南相馬市立総合病院

▲ 202 ▲ 127 75
19 11 ▲ 8

466 482 16

191 181 ▲ 10

374 355 ▲ 19

668 609 ▲ 59

275 243 ▲ 32

268
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（単位：百万円）

収益的収入

医業収益

外来収益

その他医業収益

医業外収益

受取利息配当金

他会計補助金

補助金

負担金交付金

長期前受金戻入

その他医業外収益

特別利益

収益的支出

医業費用

給与費

材料費

経費

減価償却費

資産減耗費

研究研修費

医業外費用

支払利息

雑損失

その他医業外費用

特別損失

収益的収支合計

医業損益

経常損益

純損益

資本的収入

企業債

出資金

補助金

資本的支出

建設改良費
企業債償還金

資本的収支合計

5

0

5

0

11

0
11

▲ 5

0

0

0

0

▲ 120

0

0

令和９年度

目標値

105

3

24

20

0

1

1

0

0

0

104

16

0

0

154

153

令和９年度

目標値

154

33

29

4

121

0

5

0

5

0

11

0
11

▲ 5

0

0

0

0

▲ 120

0

0

令和８年度

目標値

105

3

24

20

0

1

1

1

0

0

105

16

0

0

154

153

令和８年度

目標値

154

33

29

4

121

0

5

0

5

0

11

0
11

▲ 5

0

0

0

▲ 17

▲ 121

▲ 17

▲ 17

令和７年度

目標値

105

3

24

20

0

1

1

1

12

2
10

▲ 5

▲ 23

令和７年度

目標値

137

32

28

4

105

0

0

84

4

17

0

0

154

154

0

4

1

3

0

0

▲ 23

▲ 92

0

0

123

119

81

2

16

20

0

24

3

73

0

0

55

1

17

款　項　目
令和６年度

目標値 実績値 増　減

令和５年度

実績値

100

27

26 26 0

133 129 ▲ 4

30 33 3

0 1 1

0 0 0

4 7 3

104 96 ▲ 8

17 17 0

84 76 ▲ 8

2 2 0

157 148 ▲ 9

105

0 0 0

0 0 0

100 ▲ 5

3 5 2

159 152 ▲ 7

0 0 0

1 1 0

28 22 ▲ 6

20 20 0

1 3 2

2 4 2

1 1 0

▲ 26 ▲ 23 3

▲ 128 ▲ 115 13

0 0 0

0 0 0

款　項　目
令和６年度

目標値 実績値 増　減

▲ 26 ▲ 23 3

▲ 26 ▲ 23 3

▲ 23

令和５年度

実績値

0 0 0

5

7

2

5

0

●南相馬市立総合病院附属小高診療所

▲ 5 ▲ 6 ▲ 1
11 11 0

11 11 0

0 0 0

5 0

0 0 0

5 5 0
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【集計の結果】

項目数 割合

（１）役割・機能の最適化と連携の強化

①地域医療構想等を踏まえた果たすべき役割・機能（p.7） 1 1 100.0%

②地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能（p.7） 2 2 100.0%

③機能分化・連携強化（p.8） 2 2 100.0%

④医療機能や医療の質、連携の強化等に係る数値目標（pp.18-19） 2 1 50.0%

⑤一般会計負担の考え方（p.8） 1 1 100.0%

⑥住民の理解のための取組（p.9） 1 1 100.0%

9 8 88.9%

（２）医師・看護師等の確保と働き方改革

①医師・看護師等の確保（p.10） 1 1 100.0%

②臨床研修医の受入れ等を通じた若手医師の確保（p.10） 1 1 100.0%

③医師の働き方改革への対応（p.10） 1 1 100.0%

3 3 100.0%

（３）経営形態の見直し

①経営形態の見直し（p.11） 1 0 0.0%

1 0 0.0%

（４）新興感染症の感染拡大時に備えた平時からの取組

①平時からの取組（p.12） 1 1 100.0%

1 1 100.0%

（５）施設・設備の最適化
①施設・設備（p.13） 2 1 50.0%
②デジタル化（p.13） 1 1 100.0%

3 2 66.7%

（６）経営の効率化等

①経営の効率化の目標（p.14､p.17） - - -

②経営指標に係る数値目標（pp.20-25） 2 1 50.0%

③取組みの方向性と具体的な取組み（pp.14-17） 16 13 81.3%

④経営強化プラン対象期間中の各年度の収支計画等（pp.26-27） 2 1 50.0%
20 15 75.0%

Ⅳ　評価のまとめ

　pp.7-27までの内容を以下のとおりまとめました。

評価
項目数

達成・概ね達成
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Ⅴ 総括                                     
 
当プランは、総務省のガイドラインに呼応し、令和 6年度から令和 9年度までを計画

期間とし、6つの柱立てとしており、計画の初年度である令和 6年度において、それぞ
れにおいて目標達成に取り組んだところである。 
 
6 つの柱立ての取組については、「（１）役割・機能の最適化と連携の強化」「（２）医

師・看護師等の確保と働き方改革」「（４）新興感染症の感染拡大時に備えた平時からの
取組」「（５）施設・設備の最適化」については、それぞれの取組みで達成又は概ね達成
となった一方、「（３）経営形態の見直し」が未達成となった。また、数値目標として、
「（１）役割・機能の最適化と連携の強化」で「医療機能等に係る数値目標」、「（６）経
営の効率化等」で「経営指標に係る数値目標」を掲げたが、総合病院では未達成の項目
が多い結果となった。 
 
特に「（６）経営の効率化等」の「経営指標に係る数値目標」で、当プランの重要な

目標である「経常収支比率」及び「現金保有残高」を含め、未達成が多くなったが、そ
の主な要因としては、医業収益で入院収益が目標を大きく下回ったことによる。具体的
には、入院患者数で一般病床、地域包括ケア病床ともに目標を達成できなかったことが
挙げられる。加えて、病院事業は、公定価格である診療報酬を得ながら、医療提供に必
要な人件費や材料費、経費を賄う形で事業を行うが、診療報酬の想定を上回る賃上げや
物価高騰の状況となり、費用増に見合う診療報酬改定とならなかったことで、病院経営
の環境が急激に悪化してしまった。 
 
当プランでは、計画の最終年度である令和9年度には経常黒字化（経常収支比率100％

以上）をクリアできるような目標設定している。公立病院は、不採算部門（地域に不足
している医療や救急などの不採算医療）を実施することを期待されており、一般会計（市）
からの繰入が行われることで経済性と公共性のバランスを保つことが求められている。
現時点では、一般会計（市）からの繰入が国の基準どおり行われていることから、病院
事業としての経済性を高めること、つまり、本業である医業収支の改善が求められる。 
 
令和 9年度の経常黒字化に向けては、救急患者の応需・受入をさらに強化することや

患者・家族に寄り添った入院診療により努めていくことなどによって医業収益をさらに
増加させるとともに、効率性や生産性の視点でさらなる経費削減の取組みを進めるなど
医業費用の抑制に努めることによって、医業の収支改善を図ることが喫緊の課題である。 
 
賃上げや物価高騰、医療提供体制の改革（令和 8年度に次期地域医療構想の策定が予

定される）など医療を取り巻く環境が現時点では見通せない状況にあるが、初年度の点
検・評価を踏まえ、当プランの最終年度である令和 9 年度には目標が達成できるよう、
医療を受ける側の地域住民や医療連携のパートナーである地域の医療機関、国県などの
関係機関からの理解や協力を得ながら、今後も病院職員が団結して各種施策に取り組ん
でいく必要がある。 


